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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】滑り性、熱成形性、外観及び耐熱性に優れたポリエステル樹脂組成物を提供する
。
【解決手段】ジカルボン酸単位とジオール単位とを含みジオール単位中５～８０モル％が
環状アセタール骨格を有するジオール単位であるポリエステル（Ａ）と、顆粒状タルク（
Ｃ）を含むポリエステル樹脂組成物であって、ポリエステル樹脂組成物中の顆粒状タルク
（Ｃ）の割合が０．０１～２０重量％であるポリエステル樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ジカルボン酸単位とジオール単位とを含みジオール単位中５～８０モル％が環状アセター
ル骨格を有するジオール単位であるポリエステル（Ａ）と、顆粒状タルク（Ｃ）を含むポ
リエステル樹脂組成物であって、
ポリエステル樹脂組成物中の顆粒状タルク（Ｃ）の割合が０．０１～２０重量％であるポ
リエステル樹脂組成物。
【請求項２】
さらにポリエチレンテレフタレート（Ｂ）を含み、ポリエステル（Ａ）とポリエチレンテ
レフタレート（Ｂ）の合計量に対するポリエチレンテレフタレート（Ｂ）の割合が５０～
９９重量％である、請求項１記載のポリエステル樹脂組成物。
【請求項３】
さらに環状アセタール骨格を有しないポリエステル（Ｄ）を含み、ポリエステル樹脂組成
物中のポリエステル（Ｄ）の割合が１～５０重量％である、請求項２記載のポリエステル
樹脂組成物。
【請求項４】
該環状アセタール骨格を有するジオール単位が一般式（１）：
【化１】

（式中、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立して、炭素数が１～１０の脂肪族炭化水素基、炭
素数が３～１０の脂環式炭化水素基、及び炭素数が６～１０の芳香族炭化水素基からなる
群から選ばれる炭化水素基を表す。）
または一般式（２）：
【化２】

（式中、Ｒ１は前記と同様であり、Ｒ３は炭素数が１～１０の脂肪族炭化水素基、炭素数
が３～１０の脂環式炭化水素基、及び炭素数が６～１０の芳香族炭化水素基からなる群か
ら選ばれる炭化水素基を表す。）
で表されるジオールに由来するジオール単位であることを特徴とする請求項１～３のいず
れかに記載のポリエステル樹脂組成物。
【請求項５】
該環状アセタール骨格を有するジオール単位が３，９－ビス（１，１－ジメチル－２－ヒ
ドロキシエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ〔５．５〕ウンデカンに由来
するジオール単位、または５－メチロール－５－エチル－２－（１，１－ジメチル－２－
ヒドロキシエチル）－１，３－ジオキサンに由来するジオール単位であることを特徴とす
る請求項１～４のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物。
【請求項６】
環状アセタール骨格を有するジオール単位以外のジオール単位がエチレングリコール、ジ
エチレングリコール、トリメチレングリコール、１，４－ブタンジオールおよび１，４－
シクロヘキサンジメタノールからなる群から選ばれる１種以上のジオールに由来するジオ
ール単位であることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成
物。
【請求項７】
ジカルボン酸単位がテレフタル酸、イソフタル酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１
，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸および２，７－ナフタ
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レンジカルボン酸からなる群から選ばれる１種以上のジカルボン酸に由来するジカルボン
酸単位であることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物
。
【請求項８】
環状アセタール骨格を有しないポリエステル（Ｄ）が、ポリエチレンナフタレート、ポリ
ブチレンテレフタレートおよび１，４－シクロヘキサンジメタノール変性ポリエチレンテ
レフタレートからなる群から選ばれる少なくとも一つであることを特徴とする請求項３～
７のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物。
【請求項９】
請求項１～８のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物からなるシート。
【請求項１０】
請求項１～８のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物からなる多層シート。
【請求項１１】
請求項１～８のいずれかに記載のポリエステル樹脂組成物からなる射出成形体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリエチレンテレフタレート、環状アセタール骨格を有するジオール単位を
含むポリエステル樹脂とタルクからなるポリエステル樹脂組成物に関し、詳しくは、ポリ
エチレンテレフタレートに特定のポリエステルと特定のタルクを含有してなる外観、耐熱
性、滑り性に優れたポリエステル樹脂組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエステル、特にポリエチレンテレフタレート（以下「ＰＥＴ」と言うことがある）
は機械的性能、耐溶剤性、保香性、リサイクル性等にバランスのとれた樹脂であり、ボト
ル、シート、フィルムなどの用途を中心に大量に用いられている。
　ポリエステルのシートやフィルム、ボトルの表面は、平滑で透明性に優れているが、そ
の反面滑り性が悪いため、シート同士がブロッキングを起こしてしまい、シートを押出成
形する際にロールの巻きずれが発生しやすい問題があった。
　また、シートを熱成形して得られた成形容器は、積み重ねた後に取り出そうとする際、
成形品が一個ずつ剥がれにくく、円滑に作業ができず改善が望まれていた。
　このような問題を解決する手段として、シリコンオイル等潤滑剤をシートあるいは成形
容器の表面に塗布する方法があるが、ヒートシール性、印刷性、接着性の低下を引き起こ
すため用途が限定される問題がある。また、二酸化ケイ素、タルクなどの無機微粒子を添
加する方法（特許文献１～３）が知られているが、この場合、表面の滑り性は改善される
ものの、添加した無機微粒子が結晶核剤として作用するため、熱成形の際、予熱時に結晶
化が促進され、得られた成形容器の透明性が低下したり、熱成形性が悪化し厚みムラが発
生するなどの問題があった。
【０００３】
　さらに、熱可塑性樹脂の強度や剛性、耐熱性などを向上させるため、従来からタルクを
添加する方法は広く知られているが、ポリエステルにタルクを添加すると、剛性や強度は
増加するものの、タルクの水分などにより耐衝撃性が著しく低下したり、変色する問題が
あり、少量しか添加できず十分な剛性や強度が得られない問題があった。また、無機粒子
の分散性が悪いため、シートやフィルムなどに成形した際に表面の荒れや縦スジ（ダイラ
イン）が生じやすくなり、破断が多く発生するため生産性が低くなる問題があった。
　このようなタルクを配合した際の問題を解決する手段として、タルクを乾燥処理してか
ら配合する方法（特許文献４）や、ゴム共重合体を添加する方法（特許文献５）、高嵩比
重のタルクを使用する方法（特許文献６）が開示されているが、乾燥工程や乾燥から配合
までの間の吸湿を防ぐ必要があるため煩雑となったり、耐衝撃性は改善されるものの剛性
や透明性が低下する問題があった。また、計量や輸送、投入等での飛散が改善されるが、
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無機粒子の分散性は改善されないため、シートやフィルムなどの成形時に表面荒れなどが
生じる問題があるため、満足できるものではなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公昭４７－９２６３号公報
【特許文献２】特開平４－１３６０６３号公報
【特許文献３】特開平４－１８０９５７号公報
【特許文献４】特開平２－１４７６５７号公報
【特許文献５】特開平７－２７８４２０号公報
【特許文献６】特開平８－１７６３３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
本発明の目的は、上述した従来技術の欠点を解消し、滑り性、熱成形性、外観及び耐熱性
に優れたポリエステル樹脂組成物に関するものであり、食品容器や包装材料、部品に好適
に用いることができるポリエステル樹脂組成物を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは鋭意検討の結果、環状アセタール骨格を有するジオール単位を含むポリエ
ステルに特定のタルクを配合することで、滑り性、熱成形性、外観及び耐熱性に優れたポ
リエステル樹脂組成物及び成形体が得られること、および、加熱温度を調整することで結
晶化度を向上でき、成形体の耐熱性が改善されることを見出して、本発明に達した。
【０００７】
　すなわち、本発明は、ジカルボン酸単位とジオール単位とを含みジオール単位中５～８
０モル％が環状アセタール骨格を有するジオール単位であるポリエステル（Ａ）と、顆粒
状タルク（Ｃ）を含むポリエステル樹脂組成物であって、ポリエステル樹脂組成物中の顆
粒状タルク（Ｃ）の割合が０．０１～２０重量％であるポリエステル樹脂組成物であり、
更には、前記ポリエステル樹脂組成物からなるシート、多層シート、前記ポリエステル樹
脂組成物から得られる成形体である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、滑り性、熱成形性、外観及び耐熱性に優れるため
、例えば、シート、フィルムや容器、ボトル、射出成形体、発泡体などの包装材料等の形
態で食品分野、ＯＡ機器、情報・通信機器、家庭電化機器などの電気・電子機器、自動車
分野、建築分野など様々な分野において幅広く利用することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下に本発明について詳細に説明する。本発明のポリエステル（Ａ）は、ジカルボン酸
単位とジオール単位とを含みジオール単位中５～８０モル％が環状アセタール骨格を有す
るジオール単位であるポリエステルである。環状アセタール骨格を有するジオール単位は
下記の一般式（１）または（２）で表される化合物に由来する単位が好ましい。
【化１】
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【化２】

　Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３はそれぞれ独立して、炭素数が１～１０の脂肪族炭化水素基、炭
素数が３～１０の脂環式炭化水素基、及び炭素数が６～１０の芳香族炭化水素基からなる
群から選ばれる炭化水素基を表す。一般式（１）及び（２）の化合物としては３，９－ビ
ス（１，１－ジメチル－２－ヒドロキシエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピ
ロ〔５．５〕ウンデカン、または５－メチロール－５－エチル－２－（１，１－ジメチル
－２－ヒドロキシエチル）－１，３－ジオキサンが特に好ましい。
【００１０】
　また、環状アセタール骨格を有するジオール単位以外のジオール単位としては特に制限
はされないが、エチレングリコール、トリメチレングリコール、１，４－ブタンジオール
、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、プロ
ピレングリコール、ネオペンチルグリコール等の脂肪族ジオール類；ポリエチレングリコ
ール、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコール等のポリエーテルジオール類
；１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，２
－デカヒドロナフタレンジメタノール、１，３－デカヒドロナフタレンジメタノール、１
，４－デカヒドロナフタレンジメタノール、１，５－デカヒドロナフタレンジメタノール
、１，６－デカヒドロナフタレンジメタノール、２，７－デカヒドロナフタレンジメタノ
ール、テトラリンジメタノール、ノルボルナンジメタノール、トリシクロデカンジメタノ
ール、ペンタシクロドデカンジメタノール等の脂環式ジオール類；４，４’－（１－メチ
ルエチリデン）ビスフェノール、メチレンビスフェノール（ビスフェノールＦ）、４，４
’－シクロヘキシリデンビスフェノール（ビスフェノールＺ）、４，４’－スルホニルビ
スフェノール（ビスフェノールＳ）等のビスフェノール類；上記ビスフェノール類のアル
キレンオキシド付加物；ヒドロキノン、レゾルシン、４，４’－ジヒドロキシビフェニル
、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４’－ジヒドロキシジフェニルベン
ゾフェノン等の芳香族ジヒドロキシ化合物；及び上記芳香族ジヒドロキシ化合物のアルキ
レンオキシド付加物等に由来する単位が例示できる。本発明のポリエステル樹脂の機械的
性能、経済性等の面からエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリメチレングリ
コール、１，４－ブタンジオールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールに由来する
単位であることが好ましく、特にエチレングリコールに由来する単位であることが好まし
い。例示したジオール単位は単独で使用する事もできるし、複数を併用する事もできる。
　本発明のポリエステル（Ａ）におけるジオール単位中の環状アセタール骨格を有するジ
オール単位の比率は、５～８０モル％が好ましく、１０～６０モル％がより好ましく、更
に好ましくは１５～５０モル％である。環状アセタール骨格を有するジオール単位の比率
を５モル％以上にすることでタルクとの分散性を良好にすることが出来、一方、当該比率
を８０モル％以下にすることで耐衝撃性を高めることが出来る。
【００１１】
　また、本発明のポリエステル樹脂組成物に用いられるポリエステル（Ａ）のジカルボン
酸単位としては、特に制限はされないが、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン
酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸、シクロヘキサンジ
カルボン酸、デカンジカルボン酸、ノルボルナンジカルボン酸、トリシクロデカンジカル
ボン酸、ペンタシクロドデカンジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸；テレフタル酸、イ
ソフタル酸、フタル酸、２－メチルテレフタル酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１
，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレン
ジカルボン酸、ビフェニルジカルボン酸、テトラリンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン
酸に由来する単位が例示できる。本発明のポリエステル樹脂の機械的性能、及び耐熱性の
面からテレフタル酸、イソフタル酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタ
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レンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸および２，７－ナフタレンジカルボ
ン酸といった芳香族ジカルボン酸に由来する単位であることが好ましく、特にテレフタル
酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、およびイソフタル酸が好ましい。中でも、経済性
の面からテレフタル酸に由来する単位であることがもっとも好ましい。例示したジカルボ
ン酸は単独で使用することもできるし、複数を併用することもできる。
【００１２】
ポリエステル（Ａ）には本発明の目的を損なわない範囲でブチルアルコール、ヘキシルア
ルコール、オクチルアルコール等のモノアルコール単位やトリメチロールプロパン、グリ
セリン、ペンタエリスリトール等の３価以上の多価アルコールに由来する単位、安息香酸
、プロピオン酸、酪酸等のモノカルボン酸に由来する単位やトリメリット酸、トリメシン
酸、ピロメリット酸等の３価以上の多価カルボン酸に由来する単位を導入することもでき
る。
【００１３】
ポリエステル（Ａ）を製造する方法に特に制限はなく、従来公知の方法を適用できる。例
えばエステル交換法、直接エステル化法等の溶融重合法又は溶液重合法、固相重合法を挙
げることができる。
【００１４】
　本発明のポリエステル（Ａ）を含むポリエステル樹脂組成物において、ポリエステル樹
脂組成物中のポリエステル（Ａ）の割合は、１重量％以上、好ましくは５重量％以上、よ
り好ましくは１０重量％以上である。ポリエステル（Ａ）の割合が１重量％以上の場合、
熱成形時における白化による透明性の低下や熱成形不良を抑制できる。
　一方、ポリエステル（Ａ）の割合の上限については特に制限は無いが、経済的なメリッ
トから、ポリエステル樹脂組成物においてポリエステル（Ａ）に加えて次に記載するポリ
エチレンテレフタレート（Ｂ）を使用するのが好ましい。
【００１５】
　本発明のポリエチレンテレフタレート（Ｂ）は、主たる繰り返し単位がエチレンテレフ
タレートから構成されるポリエステルであり、さらに好ましくはエチレンテレフタレート
単位を８５モル％以上含む線状ポリエステルであり、特に好ましいのは、エチレンテレフ
タレート単位を９０モル％以上含む線状ポリエステルである。
　前記ポリエチレンテレフタレート（Ｂ）中に共重合して使用されるジカルボン酸として
は、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニール－４，４'－ジカル
ボン酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸及びその機能的誘導体
、ｐ－オキシ安息香酸、オキシカプロン酸等のオキシ酸及びその機能的誘導体、アジピン
酸、セバシン酸、コハク酸、グルタル酸等の脂肪族ジカルボン酸及びその機能的誘導体、
シクロヘキサンジカルボン酸等の脂環族ジカルボン酸及びその機能的誘導体などが挙げら
れる。
　前記ポリエチレンテレフタレート（Ｂ）中に共重合して使用されるグリコールとしては
、ジエチレングリコール、トリメチレングリコール、テトラメチレングリコール、ネオペ
ンチルグリコール等の脂肪族グリコール、シクロヘキサンジメタノール等の脂環族グリコ
ール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡのアルキレンオキサイド付加物等の芳香族グ
リコールなどが挙げられる。
　さらに、前記ポリエチレンテレフタレート（Ｂ）中の多官能化合物からなるその他の共
重合成分としては、酸成分として、トリメリット酸、ピロメリット酸等を挙げることがで
き、グリコール成分としてグリセリン、ペンタエリスリトールを挙げることができる。以
上の共重合成分の使量は、ポリエステルが実質的に線状を維持する程度でなければならな
い。
　また、本発明のポリエチレンテレフタレート（Ｂ）の極限粘度は０．５５～１．３０デ
シリットル／グラム、好ましくは０．６０～１．２０デシリットル／グラム、さらに好ま
しくは０．６５～０．９０デシリットル／グラムの範囲である。極限粘度が０．５５デシ
リットル／グラム未満では、得られた成形体等の機械的特性が悪い。また、１．３０デシ
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リットル／グラムを越える場合は、成型機等による溶融時に樹脂温度が高くなって熱分解
が激しくなり、保香性に影響を及ぼす遊離の低分子量化合物が増加したり、成形体が黄色
に着色する等の問題が起こる。
【００１６】
　本発明のポリエステル樹脂組成物において、ポリエステル（Ａ）とポリエチレンテレフ
タレート（Ｂ）の合計量に対するポリエチレンテレフタレート（Ｂ）の割合は、９９～５
０重量％、好ましくは９５～６０重量％、より好ましくは９０～７０重量％である。
【００１７】
本発明のポリエステル樹脂組成物は、ポリエステル（Ａ）、ポリエチレンテレフタレート
（Ｂ）、タルク（Ｃ）以外に、環状アセタール骨格を有しないポリエステル（Ｄ）を含ん
でもよい。
【００１８】
環状アセタール骨格を有しないポリエステル（Ｄ）は特に制限されるものではないが、耐
熱性、透明性、機械的性能等の点から、テレフタル酸、イソフタル酸およびナフタレンジ
カルボン酸から選ばれる１種以上の芳香族ジカルボン酸に由来するジカルボン酸単位とエ
チレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノールおよ
びビスフェノールＡから選ばれる１種以上のジオールに由来するジオール単位からなる芳
香族ポリエステル樹脂が好ましく用いられる。上記の中でも成形加工性、透明性等の点か
らポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレート、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール変性ポリエチレンテレフタレートが特に好ましく用いられ、更に好ましくは、
１，４－シクロヘキサンジメタノール変性ポリエチレンテレフタレートが用いられる。
【００１９】
ポリエステル樹脂組成物がポリエステル（Ｄ）を含む場合、ポリエステル樹脂組成物中の
ポリエステル（Ｄ）の割合は、１～５０重量％であることが好ましい。
【００２０】
本発明の顆粒状タルク（Ｃ）は、化学組成が、含水ケイ酸マグネシウムであり、通常Ｓｉ
Ｏ2 を５８～６６重量％、ＭｇＯを２８～３５重量％、Ｈ2 Ｏを約５重量％含んでいる。
その他少量成分としてＦｅ2 Ｏ3 が０．０３～１．２重量％、Ａｌ2 Ｏ3 が０．０５～１
．５重量％、ＣａＯが０．０５～１．２重量％、Ｋ2 Ｏが０．２重量％以下、Ｎａ2 Ｏが
０．２重量％以下等、含有しており真比重は約２．７である。
【００２１】
本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、平均一次粒子径０．１～１０μｍの原料タルクを
造粒したものであり、このタルクの平均一次粒子径は、中でも０．３～８μｍであること
が好ましく、さらに好ましくは０．７～５μｍである。平均一次粒子径を０．１μｍ以上
とすることで樹脂組成物の熱安定性がより向上する傾向にあり、一方、平均一次粒子径を
１０μｍ未満とすることで樹脂組成物の成形品外観や剛性がより向上する傾向にある。こ
こで平均粒子径とは、Ｘ線透過による液相沈降方式で測定されたＤ５０をいう。このよう
な測定ができる装置としては、Ｓｅｄｉｇｒａｐｈ粒子径分析器（Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔ
ｉｃｓ Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製「モデル５１００」）が挙げられる。
【００２２】
　本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、ポリエステル樹脂との親和性を高めるために、
表面処理が施されていることが好ましい。表面処理剤としては、具体的には例えば、トリ
メチロールエタン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール等のアルコール類、
トリエチルアミン等のアルカノールアミン、オルガノポリシロキサン等の有機シリコーン
系化合物、ステアリン酸等の高級脂肪酸、ステアリン酸カルシウムやステアリン酸マグネ
シウム等の脂肪酸金属塩、ポリエチレンワックス、流動パラフィン等の炭化水素系滑剤、
リジン、アルギニン等の塩基性アミノ酸、ポリグリセリン及びそれらの誘導体、シラン系
カップリング剤、チタネート系カップリング剤、アルミニュウム系カップリング剤等のカ
ップリング剤から選ばれる少なくとも一種が挙げられる。
【００２３】
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　原料タルクを用いた、本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）の製造方法（造粒方法）は任
意であり、従来公知の任意の造粒方法を使用できる。具体的には例えば、バインダーを用
いて造粒したものが樹脂組成物の難燃性、熱安定性、耐衝撃性、剛性の点から好ましい。
【００２４】
　本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）を製造する際に用いるバインダーとしては、原料タ
ルクとの造粒性が高く、無色または白色に近く、不活性で安定な物質であり、樹脂成形体
の物性を低下させないものであれば望ましい。具体的には例えば、ベントナイトなど湿潤
状態下で高い粘結性を示す粘土鉱物、コロイダルシリカ、石膏、水溶性高分子、ワックス
、高級脂肪酸、樹脂粉末などが挙げられる。中でも樹脂組成物の熱安定性、耐衝撃性、剛
性の点から、粘土鉱物、水溶性高分子が好ましく、特に水溶性高分子が好ましい。
【００２５】
　本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、タルクに水溶性高分子バインダーを処理するこ
とにより、小粒径のタルクを顆粒状としたものであり、コンパウンド時に樹脂の分解を抑
制し、押出し性を改善できる。
　水溶性高分子バインダーは、水に可溶な高分子化合物であって、タルクとの造粒性が高
く、不活性で安定な物質であり、色相に優れ、得られた熱可塑性樹脂成形品の機械的特性
を低下させないものであれば制限はなく、水溶性ポリエステル、ポリビニルアルコール、
ポリビニルピロリドン、ポリエチレンオキサイド、ポリアクリル酸ナトリウム、アルギン
酸ナトリウム、寒天、多糖類（メチルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシエチル
セルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、カルボキシメチルセルロースナトリウム等
のセルロース系誘導体や澱粉等）、タンパク質（ゼラチン、膠等）等が挙げられる。これ
らの中でも、粘結性が高く、タルクとの吸着性の高い多糖類、タンパク質、水溶性ポリエ
ステルがより好ましく、中でもタルク分散性、外観改善、耐衝撃性の面からカルボキシメ
チルセルロースナトリウムが特に好ましい。
【００２６】
　上記のカルボキシメチルセルロースナトリウムとは、例えば、天然パルプを原料として
水酸化ナトリウムでアルカリセルロースとし、モノクロル酢酸でエーテル化したものであ
る。製法は溶媒法、水媒法がある。ＣＭＣの性質は、無水グリコールを単位とした重合度
及びエーテル化度により変化する。本発明で用いるカルボキシメチルセルロースナトリウ
ムとしては、造粒性、水への溶解性、水溶液の粘性の点から、平均重合度１００～５００
、エーテル化度０．５～１．７、１％水溶液の粘度（２５℃、Ｂ型粘度計）１０～５００
ｍＰａ・ｓのものが好ましい。
【００２７】
　上記水溶性高分子バインダーのうち、水溶性ポリエステル樹脂について説明する。水溶
性ポリエステル樹脂は、ジカルボン酸類またはその反応性誘導体からなるジカルボン酸成
分と、ジオール類またはそのエステル誘導体からなるジオール成分と、水溶性付与成分と
を原料主成分とし、これらを縮合反応させることにより得られる共重合体であり、水に対
する溶解度を有するものを言う。水に対する溶解度は、適宜選択して決定すれば良く、水
溶性付与成分の含有量で調整することができる。
【００２８】
　水溶性ポリエステル樹脂の原料であるジカルボン酸類としては、芳香族ジカルボン酸お
よび脂肪族ジカルボン酸のいずれでもよいが、樹脂組成物の耐熱性等の点から、芳香族ジ
カルボン酸が好ましい。芳香族ジカルボン酸としては、具体的には例えば、テレフタル酸
、イソフタル酸、オルトフタル酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレ
ンジカルボン酸、４，４’－ビフェニルジカルボン酸、４，４’－ビフェニルエーテルジ
カルボン酸、４，４’－ビフェニルメタンジカルボン酸、４，４’－ビフェニルスルホン
ジカルボン酸、４，４’－ビフェニルイソプロピリデンジカルボン酸、１，２－ビス（フ
ェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸、２，５－アントラセンジカルボン酸、２，
６－アントラセンジカルボン酸、４，４’－ｐ－ターフェニレンジカルボン酸、２，５－
ピリジンジカルボン酸等が挙げられ、これらの置換体（例えば、５－メチルイソフタル酸
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などのアルキル基置換体など）や反応性誘導体（例えばテレフタル酸ジメチル、テレフタ
ル酸ジエチルなどのアルキルエステル誘導体など）等を用いることもできる。
　中でも、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、及びこれら
のアルキルエステル誘導体が、より好ましい。これら芳香族ジカルボン酸は１種を単独で
用いても、２種以上を併用してもよく、該芳香族ジカルボン酸と共にアジピン酸、アゼラ
イン酸、セバシン酸、ドデカン二酸等の脂肪族ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン
酸等の脂環族ジカルボン酸等の１種以上併用してもよい。
【００２９】
　水溶性ポリエステル樹脂の原料であるジオ－ル類としては、エチレングリコール、１，
２－プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、デカメチ
レングリコール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール等の脂肪族ジオ－ル類；
１，４－シクロヘキサンジメタノ－ル、１，３－シクロヘキサンジメタノール、シクロヘ
キサンジオール、トランス－またはシス－２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シク
ロブタンジオール等の脂環族ジオ－ル類；ｐ－キシレンジオール、ビスフェノールＡ、テ
トラブロモビスフェノールＡ、テトラブロモビスフェノールＡ－ビス（２－ヒドロキシエ
チルエーテル）等の芳香族ジオール類等を挙げることができ、これらの置換体も使用する
ことができる。
　中でも、樹脂組成物の耐熱性の点から、エチレングリコール、１，３－プロパンジオー
ル、１，４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノールが好ましく、更には
エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオールが好ましく、
特にエチレングリコールが好ましい。これらは１種を単独で用いても、２種以上を併用し
てもよい。またジオール成分として、分子量４００～６０００の長鎖ジオール類、つまり
ポリエチレングリコール、ポリ－１，３－プロピレングリコール、ポリテトラメチレング
リコール等の１種以上をジオ－ル類と併用して共重合させてもよい。
【００３０】
　水溶性ポリエステル樹脂の原料である水溶性付与成分としては、例えば金属スルホネー
ト基を有するジカルボン酸類、ポリエチレングリコール等が挙げられ、中でも耐熱性の点
から金属スルホネート基を有するジカルボン酸類が好ましい。
【００３１】
　金属スルホネート基を有するジカルボン酸類としては、例えば５－スルホイソフタル酸
、２－スルホイソフタル酸、４－スルホイソフタル酸、スルホテレフタル酸、４－スルホ
ナフタレン－２，６－ジカルボン酸等のナトリウム、カリウムなどのアルカリ金属塩又は
これらのエステル形成性誘導体が挙げられ、水溶性の点から５－ナトリウムスルホイソフ
タル酸又はそのエステル誘導体が好ましい。
【００３２】
　金属スルホネート基を有するジカルボン類の含有量としては、少なすぎると得られるポ
リエステル樹脂の水溶性が不十分となり、逆に多すぎても、水溶性ポリエステル樹脂の耐
熱性が不十分となることがあるので、この含有量は、水溶性ポリエステル樹脂の原料であ
る全カルボン酸成分に対して、１～４０モル％であることが好ましく、中でも５～３５モ
ル％であることが好ましい。
【００３３】
　上記水溶性ポリエステル樹脂の好適な具体例としては、テレフタル酸、エチレングリコ
ール、５－ナトリウムスルホイソフタル酸からなる共重合体が挙げられ、互応化学工業社
製「プラスコートＺ－２２１」「プラスコートＺ－５６１」「プラスコートＺ－４４６」
等が挙げられる。
【００３４】
　顆粒状タルク（Ｃ）の製造時に使用される水溶性高分子バインダーの量は、タルクに対
して、好ましくは０．０１～５重量％であり、より好ましくは０．０５～３．５重量％、
特に０．１～３重量％であることが好ましい。水溶性高分子バインダー量が０．０１重量
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％以上とすることにより、顆粒状タルクと熱可塑性樹脂の予備の混合作業や、溶融混練機
等への移し替え作業中に、顆粒状タルクが壊れるのを抑制し、粒径の小さいタルクの飛散
・粉塵の発生による作業環境の悪化や、押出加工性の低下を抑制し、熱安定性や耐衝撃性
がより向上する傾向にあり好ましい。一方、水溶性高分子バインダーの量を５重量％以下
とすることにより、顆粒状物が壊れにくくなり、顆粒状タルクの分散性や耐衝撃性を向上
させることが可能になる。
【００３５】
　顆粒状タルク（Ｃ）の嵩密度は、好ましくは０．４～１．５ｇ／ｍｌの範囲であり、よ
り好ましくは０．５～１．３ｇ／ｍｌである。嵩密度を０．４ｇ／ｍｌ以上とすることに
より、押出加工性、難燃性、耐衝撃性、熱安定性がより向上する傾向にあり、嵩密度を１
．５ｇ／ｍｌ以下とすることにより、分散性や耐衝撃性がより向上する傾向にある。
　ここで、顆粒状タルク（Ｃ）の嵩密度は、以下の方法により求められる。
１）試料を目開きが１．４ｍｍの篩上に乗せ、ハケで均等に軽く掃きながら篩を通す。
２）上記試料をＪＩＳ Ｋ５１０１に規定された嵩密度測定装置に付属する受器に山盛り
になるまで投入する。
３）受器の投入口から上部の山盛りになった試料をヘラで削り取り、受器内の試料の重量
を測定し、下式にて嵩密度を算出する。
　嵩密度（ｇ／ｍｌ）＝受器内の試料の重量（ｇ）／受器の容量（ｍｌ）
【００３６】
　本発明に用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、上述した嵩密度の範囲内であれば、その大きさ
にも特に制限はないが、溶融混練や成形に用いる樹脂ペレットより小さい方が溶融混練機
や成形機で分散する際に有利である。例えば、棒状や円柱状の顆粒状タルク（Ｃ）では、
平均軸径０．２～６ｍｍ、平均軸長２～６ｍｍであることが好ましく、平均軸径：平均軸
長の比が１：０．５～２であることが好ましい。
　顆粒状タルクの大きさや形状は、棒状、円柱状、針状、球状、粒状、フレーク状、不定
形等特に制限はなく、用途に応じて成形条件や整粒条件により種々のものを製造できる。
例えば、棒状又は円柱状粒子を製造する場合、スクリーン式押出成形機のスクリーン目開
きの大きさを変えることで軸径を適宜設定でき、成形後整粒して所望の軸長に裁断するこ
とができる。
【００３７】
　また、本発明で用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、破壊率が好ましくは８１～１００重量％
の範囲であり、更に好ましくは９０～１００重量％の範囲のものである。破壊率が十分大
きくないと、ポリエステル樹脂中で顆粒状タルク（Ｃ）の分散不良、成形品の外観不良、
機械的特性不十分等の不具合が発生する。なお、顆粒状タルクの破壊率は、バインダー含
有率や製造条件により調整できる。
　ここで、顆粒状タルク（Ｃ）の破壊率は、以下の方法により算出される。
１）７１０μｍの標準篩で篩にかけて篩上に残った試料１００ｇを１００ｍｍφ×高さ１
００ｍｍの円筒状の磁性ポットに投入する。
２）３５ｇ（３ｃｍφ）の磁性球３個を粉砕メディアとして加え、ポットミルにて７５ｒ
ｐｍで１５分間粉砕する。
３）粉砕された試料を５００μｍの標準篩にかけ、篩を通過した試料を秤量し、下式にて
破壊率を算出する。
破壊率（重量％）＝[篩を通過した試料の重量（Ｘｇ）／試料重量（１００ｇ）]×１００
【００３８】
　本発明で用いる顆粒状タルク（Ｃ）は、その製造方法に特に制限はないが、タルクと水
溶性高分子バインダーとの混練性を高めるとともに、顆粒製造時における混練物に可塑性
を与え、製造を容易にし、かつ、造粒機の摩耗を低減し、さらに顆粒状物の硬さを調製す
るために湿潤剤を加えることが好ましい。通常、タルクと水溶性高分子バインダーとに潤
滑剤を加え、また、必要に応じて分散剤やその他の添加剤を加えて、ヘンシェルミキサー
、スーパーミキサー等の混合機で撹拌しながら混合物とする。この混合物を一軸や二軸等
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のスクリュー式押出機等で混練後、ストランド状に押出し、カッティングして造粒し、流
動式乾燥機やバンドヒーター等を用いて乾燥して、顆粒状タルクを製造する。乾燥した後
に分級を行うこともできる。
　潤滑剤の配合率は、タルクとバインダーの合計１００重量部に対して通常、１０～１５
０重量部であり、中でも１５～１００重量部、特に２０～６０重量部であることが好まし
い。潤滑剤の配合率が１０重量部未満では効果が小さく、１５０重量部を超えると潤滑剤
の除去に時間とエネルギーがかかり過ぎる場合がある。
【００３９】
　本発明では、顆粒状タルクに分散剤を０．０５～２．０重量％、好ましくは０．１～０
．５重量％配合すれば、顆粒状タルクの樹脂組成物成形品中での分散性が向上するので好
ましい。用いる分散剤は一般に知られるもので良く、例えば前述のようなアルコール類、
アルカノールアミン、有機シリコーン系化合物、高級脂肪酸、脂肪酸金属塩、炭化水素系
滑剤、塩基性アミノ酸、ポリグリセリン及びそれらの誘導体が挙げられる。本発明におい
ては、これらから選ばれる一種又は二種以上を用いることができ、前述の表面処理を行っ
たタルクを用い、さらに分散剤を加えて造粒してもよい。
【００４０】
　本発明で用いる顆粒状タルク（Ｃ）には、必要に応じて本発明の特徴を損なわない範囲
で、種々の添加剤を配合してもよい。そのような添加剤として具体的には、ヒンダードフ
ェノール系等の各種酸化防止剤、ホスファイト系等の各種熱安定剤、ベンゾトリアゾール
系、ベンゾフェノン系、トリアジン系等の各種紫外線吸収剤、リン酸エステル系、シリコ
ーン系、金属塩系等の各種難燃剤、オレフィンワックス系、脂肪酸エステル系等の各種離
型剤、分散剤、フェノール系等の抗菌・抗カビ剤、アニオン系、カチオン系、非イオン系
等の帯電防止剤、着色剤、タルク以外の充填剤、光安定剤、可塑剤、発泡剤等が挙げられ
、これらの添加剤は複数種配合することもできる。
【００４１】
　本発明のポリエステル樹脂組成物において、ポリエステル樹脂組成物中の顆粒状タルク
（Ｃ）の割合は０．０１～２０重量％、好ましくは０．０２～１０重量％、より好ましく
は０．０５～５重量％となるように配合される。タルクの配合量を０．０１重量％以上に
することで、ポリエステル樹脂組成物の滑り性改良効果を高められ、一方、配合量を２０
重量％以下にすれば、外観不良や熱成形性の悪化を抑えられる。
【００４２】
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、上記成分を規定量含んでいる限り特に定めるもの
ではないため、その製造方法も、該樹脂組成物に応じて適宜定めることができる。例えば
、公知の熱可塑性樹脂組成物の製造方法を広く採用できる。具体的には、上記成分および
必要に応じて配合されるその他添加成分を、タンブラーやヘンシェルミキサーなどの各種
混合機を用い予め混合した後、バンバリーミキサー、ロール、ブラベンダー、単軸混練押
出機、二軸混練押出機、ニーダーなどで溶融混練することによって樹脂組成物を製造する
ことができる。
【００４３】
　また、各成分を予め混合せずに、または、一部の成分のみ予め混合してフィーダーを用
いて押出機に供給して溶融混練して樹脂組成物を製造することもでき、ポリエステル（Ａ
）と顆粒状タルク（Ｃ）をドライブレンドした後、押出機に供給して溶融混練して顆粒状
タルク（Ｃ）を高濃度で含有する樹脂組成物（マスターバッチ）を製造し、次いでポリエ
ステル（Ａ）および／またはポリエチレンテレフタレート（Ｂ）とマスターバッチを溶融
混練させてポリエステル樹脂組成物を製造することもできる。ポリエステル（Ａ）と顆粒
状タルク（Ｃ）からなるマスターバッチを用いる方法は、タルクの飛散・粉塵の発生によ
る作業環境の悪化を低減でき、またタルクの分散性に優れるため好ましい方法である。
【００４４】
上記マスターバッチとしては、ポリエステル（Ａ）３０～８０重量％、顆粒状タルク（Ｃ
）２０～７０重量％、好ましくはポリエステル（Ａ）３５～７５重量％、顆粒状タルク（
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Ｃ）２５～６５重量％、さらに好ましくはポリエステル（Ａ）４０～７０重量％、顆粒状
タルク（Ｃ）３５～６０重量％を用いることができる。
顆粒状タルク（Ｃ）の添加量が上記範囲の場合、分散性に優れ、強度や耐衝撃性、表面外
観に優れたものを得ることができる。
ポリエステル（Ａ）は顆粒状タルク（Ｃ）との分散性に優れるため、ポリエステル（Ａ）
と顆粒状タルク（Ｃ）を溶融混練させたマスターバッチを用いることで、ポリエステル樹
脂組成物中での顆粒状タルク（Ｃ）の分散性が大きく改善されたポリエステル樹脂組成物
を得ることができる。
【００４５】
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、更に用途に応じ、本発明の目的を損なわない範囲
において、他の樹脂や各種樹脂添加剤を含有していてもよい。他の樹脂としては、例えば
、ポリスチレン樹脂、高衝撃ポリスチレン樹脂（ＨＩＰＳ）、アクリロニトリル－スチレ
ン共重合体（ＡＳ樹脂）、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹
脂）、アクリロニトリル－スチレン－アクリルゴム共重合体（ＡＳＡ樹脂）、アクリロニ
トリル－エチレンプロピレン系ゴム－スチレン共重合体（ＡＥＳ樹脂）などのスチレン系
樹脂；ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂等のポリオレフィン樹脂；ポリアミド樹脂
；ポリイミド樹脂；ポリエーテルイミド樹脂；ポリウレタン樹脂；ポリフェニレンエーテ
ル樹脂；ポリフェニレンサルファイド樹脂；ポリスルホン樹脂；ポリメタクリレート樹脂
等が挙げられ、これらは１種を単独で用いても２種以上を併用してもよい。
【００４６】
　また、各種樹脂添加剤としては、酸化防止剤、離型剤、タルク以外の無機フィラー、紫
外線吸収剤、染顔料、難燃剤、滴下防止剤、帯電防止剤、防曇剤、滑剤・アンチブロッキ
ング剤、流動性改良剤、可塑剤、分散剤、防菌剤などが挙げられる。これらは２種以上を
併用してもよい。
【００４７】
　混合、混練には公知の装置を用いることができ、例えばタンブラー、高速ミキサー、ナ
ウターミキサー、リボン型ブレンダー、ミキシングロール、ニーダー、インテンシブミキ
サー、単軸押出機、二軸押出機などの混合、混練装置を挙げることができる。また、ゲー
トミキサー、バタフライミキサー、万能ミキサー、ディゾルバー、スタティックミキサー
などの液体混合装置を用いることもできる。
【００４８】
　混合、混練を行う際、特に溶融混練を行う際にポリエステル樹脂間で一部エステル交換
反応が起こることがあるが、エステル交換反応の有無やエステル交換反応の度合いにより
本発明の効果が損なわれるものではなく、エステル交換反応が起こった樹脂組成物も本発
明のポリエステル樹脂組成物に属するものである。本発明のポリエステル樹脂組成物の透
明性に関しては、エステル交換反応が進行することにより透明になる場合もある。
【００４９】
　本発明のポリエステル樹脂組成物から樹脂成形体を製造する方法は、特に限定されず、
熱可塑性樹脂について一般に採用されている成形法、すなわち、一般的な射出成形法、超
高速射出成形法、射出圧縮成形法、二色成形法、ガスアシスト等の中空成形法、断熱金型
を使用した成形法、急速加熱金型を使用した成形法、発泡成形（超臨界流体も含む）、イ
ンサ－ト成形、ＩＭＣ（インモールドコ－ティング成形）成形法、押出成形法、シ－ト成
形法、熱成形法、回転成形法、積層成形法、プレス成形法などを採用することが出来る。
また、ホットランナ－方式を使用した成形法を採用することも出来るが、シート、フィル
ム、発泡体の用途には特に好適に用いられる。
【００５０】
　上記方法で得たシート、フィルム状の成形体はこれを延伸または熱成形することにより
延伸フィルムや熱成形容器に加工することもできる。その場合、予熱温度を調整すること
で結晶化度を高めることができる。予熱温度としては、８０～２００℃、好ましくは９０
～１８０℃、さらに好ましくは１００～１６０℃である。予熱温度が８０℃未満では軟化
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不十分で熱成形性が不良となり、２００℃を越えるとドローダウンで熱成形ができない問
題が生じる。また、本発明では熱成形温度をより高くすることで、効果的に結晶化度を高
めることができ、耐熱性がさらに改善される。
　また、延伸や熱成形後に、再度加熱し熱固定することで結晶化度を高め、耐熱性をさら
に向上することができる。熱固定の温度は、１３０℃以上が好ましく、１６０℃以上がよ
り好ましい。熱固定温度が１３０℃未満の場合、熱固定効果が不十分となり、十分な耐熱
性が得られない恐れがある。また、２２０℃を越えて長時間加熱すると白化や強度低下等
の問題が生じる。
　熱固定は、オーブンや金型内等で行うことができ、熱固定時間としては通常１～６０秒
、好ましくは１０秒程度の保持が好ましく、短すぎると熱固定不良が生じ、長すぎると強
度低下等の問題が生じる。
　本発明の成形体は、包装容器として、ボトル、トレイ、カップ、チューブ、袋等の容器
、または少なくともその一部を構成する材料として使用することができる。
【００５１】
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、剛性、耐熱性、耐衝撃性、及び耐熱性、透明性に
優れるため、例えば、シート、フィルムや容器、ボトル、射出成形体、発泡体などの包装
材料等の形態で食品分野、ＯＡ機器、情報・通信機器、家庭電化機器などの電気・電子機
器、自動車分野、建築分野など様々な分野において幅広く利用することができる。
【実施例】
【００５２】
　以下に、実施例を挙げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例によ
りその範囲を限定されるものではない。
【００５３】
　以下の実施例及び比較例中で使用したポリエステル及びタルクを以下に記す。
・ポリエチレンテレフタレート（Ｂ）：日本ユニペット（株）製 ＲＴ－５５３Ｃ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＶ＝０．８４ｄｌ／ｇ
・タルク（Ｃ－１）：松村産業社製 ハイコンタルク Ｒ－１０（顆粒状タルク）
　　　　　　　　　平均一次粒子径３～５μｍ、嵩密度０．７ｇ／ｍｌ、
　　　　　　　　　１重量％の割合でカルボキシメチルセルロースナトリウムを含む。
【００５４】
　また、以下の実施例及び比較例において、樹脂、シート及び熱成形容器の評価は、下記
の方法で行った。
〔ポリエステル（Ａ）の評価方法〕
（１）環状アセタール骨格を有するジオール単位の割合
　ポリエステル樹脂中の環状アセタール骨格を有するジオール単位の割合は、ポリエスエ
ル樹脂２０ｍｇを１ｇの重クロロホルムに溶解し、１Ｈ－ＮＭＲ測定、ピーク面積比から
算出した。測定装置は日本電子（株）製ＪＮＭ－ＡＬ４００を用い、４００ＭＨｚで測定
した。
（２）ガラス転移温度
　島津製作所製ＤＳＣ／ＴＡ－５０ＷＳを使用し、試料約１０ｍｇをアルミニウム製非密
封容器に入れ、窒素ガス（３０ｍｌ／ｍｉｎ）気流中昇温速度２０℃／ｍｉｎで測定し、
ＤＳＣ曲線の転移前後における基線の差の１／２だけ変化した温度をガラス転移温度とし
た。
（３）ＩＶ（極限粘度）
混合溶媒（フェノール／１，１，２，２－テトラクロロエタンの質量比：４／６）を用い
て２５℃恒温下で測定した。
（４）溶融粘度
東洋精機製　Ｃａｐｉｒｏｇｒａｐｈ １Ｃ(キャピログラフ)を用い、温度:２６０℃、予
熱時間：１ｍｉｎ、ノズル径：１ｍｍ、ノズル長：１０ｍｍ、剪断速度:１００（１／ｓ
ｅｃ）で測定を行った。
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【００５５】
〔シート及び熱成形容器の評価方法〕
（５）全光線透過率、曇価
　日本電色工業社製の曇価測定装置（型式：ＣＯＨ－３００Ａ）を使用し、ＪＩＳ Ｋ－
７１０５、ＡＳＴＭ Ｄ１００３に準じて測定した。
（６）半結晶化時間
　所定の温度にて樹脂を結晶化させた場合、すべてが結晶化する時間を結晶化時間といい
、結晶化５０％到達時間を半結晶化時間という。半結晶化時間の測定は、脱偏光強度法に
より行った。脱偏光強度法は、結晶化により樹脂を透過する光が複屈折を起こす現象を利
用して、光源と偏光板及び受光素子からなる装置を用いて樹脂の結晶化の進行度を測定す
る方法である。非晶または溶融状態の検体を結晶化させると、結晶化の進行度に比例して
偏光板を透過する光量が変化する。測定条件において変化する透過光量の半分、すなわち
半分の結晶化迄にかかる時間を半結晶化時間とした。なお、半結晶化時間は、測定温度で
異なるが、以下の記載においては、各温度の半結晶化時間の内、最も半結晶化時間の短い
ものを「半結晶化時間」として記載した。また、結晶化時間及び半結晶化時間の測定には
（株）コタキ製作所製「ポリマー結晶化速度測定装置 ＭＫ－７０１型」を使用した。
（７）静止摩擦係数（滑り性）
　ペレットを３０ｍｍφ二軸押出機と、Ｔダイ、冷却ロール、巻き取り機を備えた単層フ
ィルム成形機（プラスチック光学研究所製ＰＴＭ－３０）に供給し、スクリュー回転６５
ｒｐｍ、押出温度２８０℃、引取速度３．５ｍ／ｍｉｎで厚さ１００μｍのフィルムを作
製し、フィルム対ガラスの静摩擦係数を摩擦測定機ＴＲ型（（株）東洋精機製作所製）を
用い、ＪＩＳ－Ｋ７１２５、ＡＳＴＭ―Ｄ１８９４に準じて測定した。
（８）熱成形性
　真空圧空成形機で容器を成形した際の状態を評価し、外観良好なものを○、厚みムラや
伸びムラがあるものを△、厚みムラや伸びムラ及びシワが発生したものを×とした。
（９）耐熱性
　熱成形容器を８０℃の乾燥機内で３０分加熱し、下記式による加熱後の容積保持率を測
定した。
　　加熱後の容積÷加熱前の容積×１００
（１０）結晶化度
　島津製作所製ＤＳＣ／ＴＡ－５０ＷＳを使用し、試料約１０ｍｇをアルミニウム製非密
封容器に入れ、窒素ガス（３０ｍｌ／ｍｉｎ）気流中昇温速度２０℃／ｍｉｎで、融点熱
量、結晶化熱量を測定し、下記式より結晶化度を求めた。
　結晶化度（％）＝［融点熱量（J／ｇ）－結晶化熱量（Ｊ／ｇ）］÷１４０．２×１０
０
【００５６】
〔ポリエステル（Ａ）の製造〕
　充填塔式精留塔、分縮器、全縮器、コールドトラップ、攪拌機、過熱装置、窒素導入管
を備えた１５０リットルのポリエステル樹脂製造装置に表１に記載量のテレフタル酸とエ
チレングリコールを仕込み、常法にてエステル化反応を行った。得られたエステルに表１
に記載量の解重合用エチレングリコールと、二酸化ゲルマニウムを加え、２２５℃、窒素
気流下で解重合を行なった。生成する水を留去しつつ３時間反応を行った後、２１５℃、
１３．３ｋＰａでエチレングリコールを留去した。得られたエステルに表１に記載量のテ
トラ－ｎ－ブチルチタネート、酢酸カリウム、リン酸トリエチル、ＳＰＧを添加し、２２
５℃１３．３ｋＰａで３時間反応を行った。得られたエステルを昇温、減圧し、最終的に
２７０℃、高真空化（３００Ｐａ以下）で重縮合反応を行い、所定の溶融粘度となったと
ころで反応を終了しポリエステルを得た。
　尚、表１中の略記の意味は下記の通りである。
・ＰＴＡ：テレフタル酸
・ＳＰＧ：３，９－ビス（１，１－ジメチル－２－ヒドロキシエテチル）－２，４，８，
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１０－テトラオキサスピロ〔５．５〕ウンデカン
・ＥＧ：エチレングリコール
・ＧｅＯ２：二酸化ゲルマニウム
・ＴＢＴ：テトラ－ｎ－ブチルチタネート
・ＡｃＯＫ：酢酸カリウム
・ＴＥＰ：リン酸トリエチル
【００５７】
【表１】

【００５８】
〔タルクマスターバッチ（Ｃ－２）の製造〕
ポリエスエル（Ａ）６０重量％、タルク（Ｃ－１）４０重量％をドライブレンドした後、
ベント付き３７ｍｍ二軸押出機に供給し、シリンダ温度２５０℃、スクリュー回転数１０
０ｒｐｍの条件でベント脱揮を行いながら押出し、タルクマスターバッチ（Ｃ－２）を作
製した。
【００５９】
＜実施例１＞
ポリエステル（Ａ）１７．５重量％、ポリエチレンテレフタレート（Ｂ）８０重量％、タ
ルクマスターバッチ（Ｃ－２）２．５重量％をドライブレンドした後、ベント付き３７ｍ
ｍ二軸押出機に供給し、シリンダ温度２８０℃、スクリュー回転数１００ｒｐｍの条件で
ベント脱揮を行いながら押出し、溶融混練ペレットを作製した。
　得られたペレットを３０ｍｍφ二軸押出機と、Ｔダイ、冷却ロール、巻き取り機を備え
た単層シート成形機（プラスチック光学研究所製ＰＴＭ－３０）に供給し、スクリュー回
転６５ｒｐｍ、押出温度２８０℃、引取速度１．１ｍ／ｍｉｎで厚さ０．３５ｍｍのシー
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さらに、得られたシートについて、プラグアシストを備えた真空圧空成形機を使用して、
シート表面温度が１４０℃もしくは１６０℃に達した時点で熱成形を行い、開口部７０ｘ
７０ｍｍ、深さ２６ｍｍ、容積１００ｍｌのカップ状容器を得た。得られたシートと熱成
形容器の評価結果を表２に示す。
【００６０】
＜実施例２～５＞
　実施例１において、ポリエステル、ポリエチレンテレフタレートとタルクマスターバッ
チとの割合を変更した以外は、実施例１と同様にしてシート、成形容器の作製を行った。
得られた成形品の評価結果を表２に示す。
【００６１】
＜比較例１＞
　ポリエチレンテレフタレートのみとした以外は、実施例１と同様にしてシート、成形容
器の作製を行った。得られた成形品の評価結果を表２に示す。
【００６２】
＜比較例２～４＞
　ポリエチレンテレフタレートとタルクをドライブレンドした以外は、実施例１と同様に
してシート、成形容器の作製を行った。得られた成形品の評価結果を表２に示す。
【００６３】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明で得られるポリエステル樹脂組成物は、滑り性、熱成形性、成形体の外観及び耐
熱性に優れており、シート、フィルムや容器、ボトル、射出成形体、発泡体などの包装材
料等の形態で食品分野、ＯＡ機器、情報・通信機器、家庭電化機器などの電気・電子機器
、自動車分野、建築分野など様々な分野において幅広く利用することができる。
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